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解体工事および廃棄物処理にかかわる企業の環境配慮意識調査 
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1. はじめに

持続的発展可能な社会の形成を目標として，2000
年に循環型社会形成推進基本法および建設リサイ

クル法が制定された。これにより，建設廃棄物のリ

サイクル率は確実に向上している。国土交通省の調

査 1）によると現在の建設廃棄物全体でのリサイクル

率は 96%と高い水準にある。しかし，産業廃棄物の

約 2 割，不法投棄の約 7 割を建設廃棄物が占めてい

ることから，資源循環における建設廃棄物の影響は

大きい。

循環型社会形成に際し，廃棄物等の発生抑制，循

環資源の循環的な利用及び適正な処分は重要な課

題である。また，2015 年の国際サミットで採択され

た SDGs の達成は世界的な課題で，ゴール 11「つく

る責任つかう責任」は循環型社会形成に大きく影響

する。 
そこで本研究では，解体工事業者や廃棄物処理業

者に環境配慮に関する意識調査を行い，SDGs への

認知度だけでなく，具体的な取り組み状況を把握し，

SDGs 時代に適した環境活動，廃棄物処分の各工程

での課題を明らかにすることを目的に検討を行っ

た。 

．調査の概要

調査対象

アンケートは 2 種類あり，一つは環境行動に関す

るアンケートで，SDGs や環境配慮等の企業の認識

の程度や興味を把握することを目的とし，対象は廃

棄物の収集運搬を行う企業，廃棄物処理業者および

解体工事業者とした。二つ目は解体工事の現状把握

を明らかにすることを目的としたもので，対象は解

体工事業者とした。 
調査内容

アンケート調査の主な内容を表1 に示す。一つ目

の SDGs 関連アンケートの回答数は，廃棄物の収集

運搬業者は 16 件，中間処理業者は 35 件，解体工事

業者は 101 件であった（図 2 参照）。また，二つ目

の現状把握関連アンケートは，解体工事業者 57 社

から回答を得た（図 14 参照）。 
．環境行動に関するアンケート調査結果・考察

 についてのアンケート結果

（1）SDGs の認知度について

SDGs の認知度について，図 3 に結果を示す。『ほ

とんどの社員が具体的な内容を知っている』（7％）， 

図 1 建設廃棄物のリサイクル率¹⁾1) 

明治大学理工学部 

小山明男 

1．SDGsに関するアンケート調査
①回答社情報（資本金，従業員数等）
② SDGsの認知度
③ SDGsへの取り組み
④ SDGsの各ゴールと自社の取り組み
⑤環境活動

2．解体工事の現状把握に関するアンケート調査
①回答社情報（資本金，従業員数等）
②所有重機とその使用状況
③自社で対象とする解体工事物件種別
④廃棄物の分別状況
⑤廃棄物の発生量予測

表 1 アンケート調査の主な内容 

収集運搬業
11%

廃棄物処理

業
23%

解体業
66%

図 回答企業の業種別の割合
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『一部の社員（専門部署等）は，具体的な内容を知

っている』（37％）と 2 つを合わせて 44％と住団連

所属企業と比べると大きく異なる結果になった。業

種別にみると建設業解の下流に行くほど認知度が

低くなっていた。これは社会に名前が出やすい企業

ほど，積極的に情報を取り込もうとしているのでは

ないかと考えられる。 
（2）SDGs の取り組み状況 

SDGs の取り組み状況について，業種ごとの結果

を図 4 に結果を示す。最も検討する予定がないと回

答した企業の割合が多かったのは解体業（46％）で

あった。解体業などは企業規模が小さい企業が大半

を占めていたので，規模が小さくなればなるほど検

討する余裕がないと考えられる。 
（3）SDGs への取り組みが難しい要因 
『現時点で検討する予定はない。』と回答した企業

を対象とした SDGs への取り組みが難しい要因につ

いて調査を行った。図 5 に結果を示す。 
SDGs 検討着手を妨げる要因については『取り組

むメリットがない又はわからないため。』という回

答が最も多く，ついで『CSR 部門等の検討する部署

が無い又は担当者がいないため』の意見が多かった。

こちらも情報不足により SDGs へ取り組むことが難

しくなっているので，現状の取り組みやメリットの

共有をすることが最も取組の推進になると考えら

れる。 
（4）SDGs への取り組みや検討のきっかけ 

『経営層も含め，全社レベル（特定部署を中心）

で進めている。』，『特定部署での検討を始めている。』

と回答した企業を対象とした SDGs への取り組みや

検討を始めたきっかけについて調査を行った。 
図 6に結果を示す。取り組んでいないを除けば『経

営層からの指示があった。』という回答が最も多か

った。経営層に対して取り組むメリットを提示する

ことが SDGs の普及向上に一番効果的であると考え

られる。 
（5）SDGs への取り組みの公表状況 

『経営層も含め，全社レベル（特定部署を中心）

で進めている。』，『特定部署での検討を始めている。』

と回答した企業を対象とした SDGs への取り組みの

公表状況について調査を行った。 
図 7 に結果を示す。全体でみると取り組んでいる

企業のうち，解体工事業では公表している企業は半

数程度となっていた。一方で，収集運搬業および廃

棄物処理業では，公表している割合が多く，特に廃

棄物処理業では，SDGs のターゲットとの関係を整

理していない社も含めれば 100%公表されている。

さらに具体的な取り組みを示している企業も，廃棄

物処理業では半数以上となって，取り組みが進んで

いる様子がわかる。   

図 の認知度について
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まだ検討していないが、今後検討する予定がある。

現時点で検討する予定はない。

図 の取り組み状況について
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CSR部門等の検討する部署が無い又は担当者がいないため（n=35)
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外部からの要望があった。

経営層からの指示があった。

CSR部門等が検討を始め、経営層に諮った。

従業員等からの要望があった。

取り組んでいない

その他

図 の取り組み状況について

図 への取り組みや検討のきっかけについて
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（7）SDGs のゴールと企業の取り組みとの関係 
『経営層も含め，全社レベル（特定部署を中心）

で進めている。』，『特定部署での検討を始めている。』

と回答した企業を対象とした への取り組みの

公表状況について調査を行った。その結果を図 に

示す。

回答結果としては，ゴール 「住み続けられるま

ちづくりを」が『関係が深い』の割合は最も多く，

次いでゴール 「つくる責任・つかう責任」であっ

た。これは，扱っているものが建築物や建設廃棄物

であることが理由と考えられる。また，ゴール 「エ

ネルギーをみんなに」，ゴール 「気候変動に具体

的な対策を」などの環境影響に関連するゴールにつ

いても，『関係が深い』と『関係がある』と回答し

た割合が 程度と比較的高くなっており，建設廃

棄物が資源問題や環境影響と関連するものとして

認識されていることがわかる。
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図  のゴールと企業の取り組みとの関係について

図 への取り組みの公表状況について
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はい いいえ環境活動についてのアンケート結果

本調査については廃棄物処理系（静脈系）企業の

ほかに，比較のため他の研究で実施した建設業，製

造業，不動産業（動脈系企業）も合わせて示してい

る。なお，建設業（大）と建設業（小）は，従業員

数 50 名で区切っている。 
（1）環境マネジメントシステムの認識状況 

『“環境マネジメントシステム”という言葉を知

っているか。』という質問に対しての結果を図 9 に

示す。昨今のパリ協定や SDGs 等の環境系の制度や

取組が増加している状況と，それらの達成を考える

と，この設問の数値は伸ばしていく必要があると考

えられる。業種別にみると住設・製造業や収集運搬

業，廃棄物処理業での認識状況が 94％と非常に高か

った。それに対して，建設業（小）では，他業種と

比較すると認識状況が低い結果となった。環境保全

に対する様々な規制や要請は今後も強化されてい

ることが予想されるため，このような動きに対応し

ていくため環境マネジメントシステムにより一層

取り組む必要があると考えられる。 
（2）環境活動に対しての，行動計画策定の有無 
『環境活動に対して，行動計画を策定しています

か。』という設問についてのアンケート結果を図 10
に示す。分野別の比較結果を見ると，『はい』と回

答した企業が少なかった業種は，建設業（小）（0％）

不動産業（19％）の二つであった。対して収集運搬

業および廃棄物処理業の場合，『はい』と回答した

企業は非常に高いものであった。よって，企業規模

によって行動計画策定の有無が分かれているので

はなく，業種が主な要因となっていると考えられる。 
（3）環境報告書や CSR レポートの公表の有無 
『貴社では環境報告書や CSR レポートなどを公表

していますか。』という質問についての結果を図 11
に示す。この質問に対して『はい』と回答した企業

の割合は動脈系企業で 28％であった。それに対して，

静脈系企業の結果を業種別比較してみると，この質

問に対して『はい』と回答した企業の割合は収集運

搬業で 88％，廃棄物処理業で 63％であった。この

結果より動脈系企業以上に，収集運搬業や廃棄物処

理業を営む企業は自社の活動が環境面及ぼす影響

が大きい分，報告することに対して積極的であると

考えられる。 
のゴールと企業の取り組みとの関係

図 12，13 に SDGs のゴールと企業の取り組みとの

関係についてまとめた結果を示す。まず，最も『関

係が深い』，『関係がある』と回答した割合が多かっ

たのは，ゴール 11，次いでゴール 12 であった。ゴ

ール 11 に関しては，動脈系企業で『関係がない』

と回答した企業はほぼ 0 であった。収集運搬業者を

はじめとした静脈系の業者でも 7割以上に関係があ   
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ると考えていることが分かった。また業種別に比較

すると，建設業内では規模の大きい企業の方が『関

係が深い』と考えている企業の割合が多かった。
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環境への意識はそれほど高くないと考えられる。

分別，リサイクルの現状

（1）分別に手間のかかる廃棄物

調査の結果，コンクリート塊，木材，石膏ボード，

スレートなどは分別率が高いことがわかった。しか

し，図 16 に示した分別に手間のかかる廃棄物をみ

ると，石膏ボード（15％），木材（10％），コンクリ

ート塊（7％）と分別率の高い分別物に手間がかか

ると感じている企業が多かった。しっかりと分別し

ている分手間に感じること，また分別物の量が多い

ことが要因として考えられる。そのほかでは，有害

なアスベストに関するものも回答割合が高い。

（2）リサイクル率の把握

図 17 にリサイクル率の把握率を示す。『廃棄物全

体として把握している』，『品目ごとに把握してい

る』，『把握していない』の選択肢を用意したところ，

両方把握している企業は 41％，どちらかのみ把握し

ている企業は 31％，把握していない企業は 28％と

なった。把握していない企業の特徴として企業規模

が小さい，解体工事件数が少ないといったことが挙

げられる。なお，個別にみるとコンクリート塊，木

材，鉄筋，金属は多くの企業でリサイクル率 100％
であり，そのほかの廃棄物ではリサイクル率の数値

に幅があった。

．まとめ

本調査では，廃棄物処理や解体業に係る静脈側企

業へのアンケート調査は，全解工連を中心とし，そ

の他に優良認定を受けている廃棄物処理業者へ実

施した。その結果，SDGs の認知度と現在の取り組

み状況には関連性があり，SDGs の具体的な情報を

企業内で認知しているほど，取り組んでいる割合が

高かった。

取り組みを阻害している最大の原因は情報不足

であったことから，SDGs に対する正確な情報やメ

リットを企業に認知させることで，建築業界全体で

SDGs 達成のための取り組みが促進できると考えら

れる。また，環境活動においては，静脈系企業でも

動脈系企業と同等，あるいは環境管理組織の設置な

ど動脈系よりもよい結果を示したものもあった。

解体工事における重機使用の現状や分別・リサイ

クルの現状について調査を行った。その結果，重機

使用に関しては環境負荷型の重機を採用している

企業は多かったが，燃料の使用量の把握を行ってい

る企業は多くはなかった。

また，廃棄物の分別・リサイクルに関して分別を

行っている分別物と行っていない分別物の差が大

きく，リサイクル率の把握を行っている企業はそれ

ほど多くはなかった。今後は，解体工事業者の環境

意識の現状について結果を共有し，環境意識の向上

へ繋げたい。
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業
法

の
改

定
に

よ
り

、
全

解
工

連
会

員
の

悲
願

で
あ

っ
た

「
解

体
工

事
業

」
が

成
立

し
、

行
政

、
業

界
と

も
に

新
た

な
「

解
体

工
事

」
の

姿
を

整
備

・
模

索
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

日
本

建
築

学
会

で
は

、
「

建
築

物
の

解
体

工
事

研
究

小
委

員
会

」
を

設
置

し
、

新
時

代
の

解
体

に
関

す
る

仕
様

書
の

作
成

作
業

を
行

っ
て

い
る

。

し
か

し
な

が
ら

、
解

体
工

事
の

あ
り

方
・

工
法

を
精

査
す

る
と

、
建

設
工

事
に

比
べ

て
も

工
学

に
な

っ
て

い
な

い
と

こ
ろ

が
多

々
見

ら
れ

る
の

が
現

状
で

あ
る

。
言

い
換

え
る

と
、

建
築

工
事

も
当

初
は

そ
う

で
あ

っ
た

が
、

技
術

と
し

て
確

立
し

て
は

い
て

も
、

そ
れ

が
試

行
錯

誤
の

経
験

の
上

に
築

き
上

げ
ら

れ
た

ま
ま

運
用

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

多
い

。
建

築
工

事
に

比
し

、
“あ

い
ま

い
さ
”を

含
ん

だ
工

事
管

理
を

せ
ざ

る
を

得
な

い
現

状
と

い
え

る
。

そ
こ

で
本

研
究

は
、
“解

体
工

学
の

構
築
”を

テ
ー

マ
に

、
解

体
工

法
の

破

壊
メ

カ
ニ

ズ
ム

、
解

体
機

器
部

材
の

許
容

応
力

問
題

、
解

体
重

機
の

荷
重

問
題

な
ど

の
観

点
か

ら
検

討
し

、
あ

わ
せ

て
、

成
果

を
日

本
発

信
の

情
報

と
し

て
海

外
に

向
け

て
英

訳
資

料
を

提
供

す
る

方
針

で
あ

る
。
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解
体
工
学
の
構
築


破

壊
メ
カ
ニ
ズ
ム
の

精
査


解

体
機

器
部

材
の

応
力

解
析


解

体
重

機
の

動
振

動
荷

精
査


情

報
の

英
訳

・
国

際
化


日

本
建

築
学

会
お
け
る
「
解

体
に
関

す
る
仕

様
書

」
改

訂
へ

の
反

映


日

本
発

信
の

「
解

体
工

学
」
の

国
際

化
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日
本

建
築

学
会

お
け
る
「
解

体
に
関

す
る
仕

様
書

」
改

訂
へ

の
反

映

現
在
、
改
訂
版
完
成


9月

よ
り
日
本
建
築
学
会
の
査
読
を
受
け
る
。
同
時
に

全
解
工
連
技
術
委
員
会
を
通
し
て
、
全
国
の
会
員
に
意

見
伺
い


20

23
年
初
夏
頃
、
改
訂
版
発
刊


日
本
建
築
学
会
と
し
て
、
東
京
、
大
阪
、
名
古
屋
で
講

習
会
を
開
催


他
の
地
域
に
お
い
て
も
全
解
工
連
と
協
賛
で
講
習
会
開

催
の
用
意
有
り
。
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イ
ー
コ
ン
テ
ク
チ
ャ
ー
/2
01
3年

11
月
号

プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
建
築
物
の

解
体
方
法
検
討

プ
レ

ス
ト

レ
ス

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
造

建
築

物

は
、

P
C
鋼

材
に

お
お

き
な

緊
張

力
が

導
入

さ
れ

て
い

る
た

め
、

緊
張

力
が

導
入

さ
れ

て
い

る
状

況
で

、
P
C
鋼

材
を

切
断

す
る

と
、

端
部

の
留

具

が
飛

び
出

る
恐

れ
が

あ
る

。
ま

た
、

建
物

の
応

力
状

態
も

変
わ

る
た

め
、

注
意

が
必

要
だ

と
考

え
ら

れ
る

。

既
に

解
体

さ
れ

て
い

る
建

築
物

も
あ

る
と

考

え
ら

れ
る

が
、

安
全

に
解

体
で

き
る

解
体

方
法

は
決

ま
っ

て
い

な
い

。
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階
上
解
体
工
法
サ
ポ
ー
ト
設
計
法
の

確
立


改
訂
版
で
結
局
設
計
法
を
示
せ
な
か
っ
た

・
・
・
大
矢
理
事
の
現
場
で
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ス
ラ
ブ
耐
力
評
価

試
験
方
法
検
討

・
・
・
三

同
福

本
副

会
長

の
試

み
視

察
予

定
（
w

ith
名
市
大

青
木
先
生
）

・
・
・
サ

ポ
ー
ト
負

荷
解

析
⇒

論
文
化

解
体

重
機

の
動

振
動

荷
精

査
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改
定
新
仕
様
・
解
説
案
の
限
界


重
機
の
重
量
，
水
分
を
含
ん
だ
固
定
荷
重
・
ガ
ラ
積
重
量
，
解
体
工
事
時
に
お
け
る
衝
撃
荷
重
を
適
切

に
考
慮
す
る
．


水
分
を
含
ん
だ
ガ
ラ
積
重
量
に
よ
る
作
業
荷
重
は
，
ガ
ラ
積
の
高
さ
に
よ
り
変
わ
る
た
め
に
（
水
分
を
含

ん
だ
ガ
ラ
の
か
さ
比
重
を
15
kN
/m

3 と
仮
定
？

し
た
場
合
，
10
cm

で
1.
5k
N
/m

2 ，
50
cm

で
7.
5k
N
/m

2 ）
，
躯
体
に
か
か
る
荷
重
が
過
剰
と
な
ら
な
い
よ
う
に
，
ガ
ラ
は
だ
め
孔
か
ら
下
階
へ
順
次
落

下
さ
せ
る
．


ス
ロ
ー
プ
の
最
大
高
さ
は
階
高
に
等
し
く
な
る
た
め
，
ス
ロ
ー
プ
を
形
成
す
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊
の
か
さ
比

重
を
15
kN
/m

3 と
仮
定

？
し
た
場
合
，
階
高
を
3.
0m

と
す
る
と
，
単
位
床
面
積
荷
重
の
最
大
値
は
約

45
kN
/m

2 と
な
る
．


こ
れ
ら
の
荷
重
に
，
適
当
な
安
全
率
（
例
え
ば
，
1.
2～

1.
5倍

程
度
）
？

を
見
込
ん
で
荷
重
を
決
定
す
る
．


衝

撃
荷

重
は
，
重

機
荷

重
の
20

％
？

と
し
，
重
機
荷
重
を
割
り
ま
し
て
お
く
．


簡
易
で
あ
る
が
そ
こ
そ
の
信
頼
に
堪
え
得
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
強
度
、
鉄
筋
配
筋
量
の
評
価

？


理
解
が
容
易
な
力
の
流
れ
と
、
難
し
す
ぎ
な
い
構
造
計
算

⇒
解
体
工
事
業
自
ら
サ
ポ
ー
ト
配
置
・
本
数
決
定
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解
体

機
器

部
材

の
応

力
解

析


日

本
ニ
ュ
ー
マ
チ
ッ
ク
社

で
超

高
強

度
コ
ン
ク
リ
ー
ト
圧

砕
実

験
（
木

村
副

会
長

、
福

本
副

会
長

、
青

木
名

市
大

教
授

臨
席

）

⇒
現
在
、
論
文
化
作
業
中
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日
本

発
信

の
「
解

体
工

学
」
の

国
際

化

世
界
で
い
つ
で
も
検
索
・
入
手
可
能
な
査
読
付
英
論
文
投
稿

（
外
国
に
お
い
て
も
解
体
に
関
す
る
工
学
論
文
が
な
い
！
）

世
界
に

W
EB

配
信
上
に
あ
る
日
本
大
学
生
産
工
学
部
の
機

関
誌
へ
の
投
稿
⇒

審
査
⇒
掲
載

こ
の

１
年

間
で
５
編

（
査

読
付

き
英

論
文

）

⇒
来

た
る
べ

き
ED

A訪
問
に
備
え
た
！

（
実

際
の

論
文

は
U

R
Lか

ら
）
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令和３年度 公益社団法人全国解体工事業団体連合会
解体工事に係る研究発表会

階上解体工法における床板
サポート等の安全性に関する研究

２０２２年８月２６日

1

青木孝義1)，張景耀2)，湯浅昇3)

1) 建築構造技術研究所（名古屋市立大学）

2) 建築構造技術研究所（京都大学）

3) 日本大学生産工学部建築工学科

研究の背景

2

・築50年前後の建物がこれからは建替えの時期に。

・特に、敷地が限られている都市中心部の建物の解体は、

階上解体が主流に。

・サポートの合理化はコストダウンに。

・建物全体の揺れもモデル化によって見える化に。

・コンクリート強度の簡易推定。

・SfM技術により解体作業のモデル化によって見える化に。

・。。。

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

これまでの研究

3

解体工事における構造物の安全性に関して

・日本大学生産工学部5号館（RC造）の地上解体工事に関連

して振動特性の変化

・名古屋市立大学薬学部校舎（RC造）の地上解体における

建造物の振動特性

・名古屋市立大学芸術工学部体育館（S造）の地上解体に

おける建造物の軸力の変化と振動特性

・RC造の階上解体における床板サポート（サポートの軸力

の変化）

・RC造建物の階上解体（減築）における建造物の振動特性

・HPシェルの解体工事における軸力の変化と振動特性、ド

ローン、SfM技術の活用、加速度計

に関する研究を進めてきた。
研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

令和３年度の研究

4

１．床版・梁等のサポート計画

２．上記計算プログラム

３．解体作業中における構造物の安全性を測定するための

装置と加速度計の開発

４．コンクリート強度の簡易推定

５．SfMを用いたモデル化

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

床版・梁等のサポートの計画（仮設工事の計画：本文）

5

a. 階上解体工法においては，建築物の構造安全性，施工安全性を検討し，床
版・梁等の構造強度が不足する場合には，仮設サポート工事計画書を作成する．

b. サポートによって支持される鉄筋コンクリート造の床版・梁等の水平部材
（以下，床版・梁等）の構造性能は，本会「鉄筋コンクリート構造計算規準・
同解説」（以下，本会RC規準）による．ただし，構造性能の確認では，設計図
書に加えて，４．事前調査（コア採取によるコンクリート強度の確認およびひ
び割れの確認，鉄筋の配筋状態や露出・発錆など）結果を考慮する．

c. 床版・梁等のサポートは，関係法令および建築工事標準仕様書・同解説
JASS 5 鉄筋コンクリート工事 2018によるほか，次の(1)，(2)による．

(1) 床版・梁等のサポートに作用する荷重は，本会RC規準によるほか，床版・
梁等の上部に設置される重機の重量，水分を含んだコンクリート塊の重量，解
体作業時における衝撃荷重を考慮する．

(2) サポートによって支持された床版・梁等が，解体作業中に安定した状態を
保持できるように，サポートの材料を選定し，設置する位置，本数，層数を決
定し，構造計算によって，その性能を確認する．なお，床版・梁等の構造性能
はb.による．

5.2.2 床版・梁等のサポートの計画

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

床版・梁等のサポート（仮設工事の施工：本文）

6

a. 床版・梁等のサポートの計画は，5.2.1で作成した仮設工事計画書に基づく
施工要領書を作成する．

b. 床版・梁等のサポートの組立ては，（社）仮設工業会発行の「型わく・支保
工工事実務マニュアル」に準じて行う．

c. 床版・梁等のサポートの使用時は，解体工事の進捗に伴う建築物の構造性能
の変化，解体工事作業中の作業員の安全性に留意する．

d. 床版・梁等のサポートの解体時は，解体工事の進捗に伴う建築物の構造性能
の変化，解体工事作業中の作業員の安全性に留意する．

6.2.7 床版・梁等のサポート

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ
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7

計算対象とする建物は，
・X方向スパン6,000 mm，Y方向スパン6,300 mm，階高3,500 mm
・柱500×500 mm
・大梁Gx1 = Gx2 = 400×700 mm（端部上端筋5-φ19，端部下端筋2-φ19，中央部上端
筋2-φ19，中央部下端筋4-φ19，スターラップ2-φ9@200）

・大梁Gy1 = Gy2 = 400×700 mm（端部上端筋7-φ19，端部下端筋3-φ19，中央部上端
筋3-φ19，中央部下端筋5-φ19，スターラップ2-φ9@200）

・小梁B = 300×600 mm（端部上端筋3-φ19，端部下端筋2-φ19，中央部上端筋2-φ19，
中央部下端筋3-φ19，スターラップ2-φ9@200）

・スラブ厚さ120mm（短辺：端部上端筋φ6@150，端部下端筋φ6@150，中央部上端
筋φ6@150，中央部下端筋φ6@150，長辺：端部上端筋φ6@200，端部下端筋
φ6@200，中央部上端筋φ6@200，中央部下端筋φ6@200）

使用材料は，
・鉄筋SR235（許容引張応力度ft = 235 N/mm2），コンクリート（設計規準強度Fc =
18 N/mm2，許容せん断応力度fs= Fc / 30×1.5=0.9 N/mm2）

解体用重機は，
・0.25 m3クラス，0.45 m3クラス，0.7 m3クラスのバックホウ

を想定する．

床版・梁等のサポート計画計算例

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 8

床版・梁等のサポート計画計算例

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

9

鉄筋 断⾯積mm2 断⾯積cm2 鉄鋼 耐⼒N/mm2 コンクリート 設計規準強度N/mm2 重機m3 重機重量kN クローラ接地⻑m ⾞体幅m クローラ幅m

φ9 63.62 0.6362 SR235 235 Fc18 18 0.25 76 2.20 2.20 0.45
φ12 113.1 1.131 SR295 295 Fc21 21 0.45 139 3.58 2.49 0.50
φ13 132.7 1.327 SD295A 295 Fc24 24 0.70 246 3.85 3.00 0.70
φ16 201.1 2.011 SD295B 295 Fc27 27
φ19 283.5 2.835 SD345 345 Fc30 30
φ22 380.1 3.801 SD390 390 Fc33 33
D10 71.3 0.7133 SD490 490 Fc36 36
D13 126.7 1.267
D16 198.6 1.986
D19 286.5 2.865
D22 387.1 3.871
D25 506.7 5.067
D29 642.4 6.424

床版・梁等のサポート計画計算プログラム（データベース）

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 10

階⾼ Hfl 3500 単位体積重量kN/m3 uvw 24
スラブ（X⽅向芯） Lxx 6000 仕上重量kN/m2 fs 0.6
スラブ（Y⽅向芯） Lyy 6300 スラブ厚 t 120
柱幅 Cb 500 スラブ幅 B 1000
柱背 Cd 500 短辺端部上端 1 φ9 63.62

@ 150
鉄鋼 SR235 235 短辺端部下端 1 φ9 63.62
コンクリート Fc18 18 @ 150

短辺中央部上端 1 φ9 63.62
重機重量kN 0.45 139 @ 150
重機⻑m 0.45 3.58 短辺中央部下端 1 φ9 63.62
重機幅m 0.45 2.49 @ 150
衝撃荷重係数 ilf 0.2 鉄筋距離 dtx 35

⻑辺端部上端 1 φ9 63.62
@ 200

⻑辺端部下端 1 φ9 63.62
@ 200

⻑辺中央部上端 1 φ9 63.62
@ 200

⻑辺中央部下端 1 φ9 63.62
@ 200

鉄筋距離 dty 45

床版・梁等のサポート計画計算（エクセルファイル）

プルダウンからリストの選択
あるいは直接入力

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

11

⼤梁G1 b 400 ⼤梁G2 b 400 ⼩梁B1 b 300
D 700 D 700 D 600

端部上端 5 φ19 1417.5 端部上端 7 φ19 1984.5 端部上端 3 φ19 850.5
端部下端 2 φ19 567 端部下端 3 φ19 850.5 端部下端 2 φ19 567
中央部上端 2 φ19 567 中央部上端 3 φ19 850.5 中央部上端 2 φ19 567
中央部下端 4 φ19 1134 中央部下端 5 φ19 1417.5 中央部下端 3 φ19 850.5
スターラップ 2 φ9 127.24 スターラップ 2 φ9 127.24 スターラップ 2 φ9 127.24

@ 200 @ 200 @ 200
鉄筋距離 dtGx 70 鉄筋距離 dtGy 70 鉄筋距離 dtB 70

⼩梁本数 numB 1

床版・梁等のサポート計画計算（エクセルファイル）

プルダウンからリストの選択
あるいは直接入力

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 12

床版・梁等のサポート計画計算結果（0.25m3バックホウ）

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ
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13

床版・梁等のサポート計画計算結果（0.45m3バックホウ）

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 14

床版・梁等のサポート計画計算結果（0.75m3バックホウ）

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

15

米住居ビル崩落

米マイアミ郊外で12階建てマンションが崩落

https://www.bbc.com/japanese/57717405

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 16

加速度計の開発

ＭＥＭＳ ＭＥＭＳ サーボ型 ＭＥＭＳ
ADXL355 KXR94 STP-100S ADXL354

３成分約3.8万円 約3千円 約27万円 約9千円

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

17

走行クレーンから吊り下げた状態 SK-2G STP-100S SK-4.5
センサ設置状況

加速度計の開発

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 18

加速度計の開発

X方向

微動レベルでも、長周期まで感度良く測定できるセンサーを
開発することで、建物の挙動把握を行う。

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ
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加速度計の開発

Y方向

微動レベルでも、長周期まで感度良く測定できるセンサーを
開発することで、建物の挙動把握を行う。

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 20

代表的な微破壊強度試験方法

●コアドリル法（φ27mm以上）

●ハンマードリル法（φ18mm）

●小径ドリル法（φ3mm）

（測定範囲が表面から内部）

コンクリートの圧縮強度推定手法（小径ドリル型削孔試験）

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

21

コンクリートの圧縮強度推定手法（小径ドリル型削孔試験）

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 22研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

コンクリートの圧縮強度推定手法（小径ドリル型削孔試験）

・最大50mmまで削孔可能

・～φ10mm

・水を使用しない

・変位制御

・荷重制御

・。。。

23

SfMモデル

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 24

SfMモデル

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ
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SfMモデル

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ 26

まとめ（今後の予定）

Ｒｈｉｎｏｃｅｒｏｓ＋Ｇｒａｓｓｈｏｐｐｅｒにより、建物全体の揺れ、
サポート軸力の変化もモデル化によって見える化に

研究背景 研究目的 床版・梁等サポート 加速度計 強度簡易推定 SfMモデル まとめ

27
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塗膜除去困難部における鉄筋コンクリート外壁解体工事における石綿飛散状況調査報告書 

（概要） 

芝浦工業大学 建築学部建築学科 古賀純子 

１．はじめに 

石綿含有製品はその粉じんの吸引により石綿関連疾患の原因となり得ることからその製

造・使用等が 2006 年までに禁止されている。建築物には石綿の優れた不燃性、断熱性、

親和性等の性質から建材に広く活用されており、現在も多く残存している。 

建築用仕上塗材（以下、仕上塗材）においては石綿を原料の一部に用いることでダレの防

止などにつながることから、石綿のうち主としてクリソタイル（白石綿）が用いられた場

合があった。石綿含有量は 0.1～数重量％であり 1）、含有量は多くはない。 

石綿含有仕上塗材の改修、解体時の取扱は、石綿障害予防規則（石綿則）において、仕

上塗材の元施工が吹付工法の場合は“吹き付けられた石綿”に相当すると見なされていた

ため石綿含有量が高く除去工事等において飛散が懸念される吹付石綿と同等の負圧隔離養

生による工事が求められていた。その後、2020 年の石綿則の改正によりディスクグライン

ダー等を用いて除去する工事では作業場の隔離（負圧不要）が必要との取扱いに改めら

れ、2021 年から適用されている。また、廃棄物処理の観点からも、解体工事において石綿

含有仕上塗材をコンクリートから除去することが望ましい。その一方、都市部では建築物

同士の間隔が狭く足場の設置が困難な建築物が多く存在し、隔離養生が困難な場合があ

る。石綿含有仕上塗材が残存する壁体の安全な解体工事手法が確立されなければ、解体工

事が滞り老朽化建築物が存置される恐れがある。 

本研究では、仕上塗材を事前に除去せずに鉄筋コンクリートの壁体を解体する際の粉じ

んを測定し、解体工事手法の安全性の検証を行う。 

 

２．既往の研究 

 アスベスト含有建築用仕上塗材の塗膜改修工事については、改修工法適用時のアスベ

ストの飛散状況の確認および改修工事の指針 2)が提示された。また、改修工事に伴いア

スベスト含有建築用仕上塗材を穿孔する場合や補修工事等で穿孔、切削が行われる場合

の工法を対象に、アスベストの飛散状況の技術資料を得ることを目的に検証実験が行わ

れた 3)。 

 その後、石綿障害予防規則（石綿則）の改正により石綿含有仕上塗材の改修、解体時

の取扱が明確になり、「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防

止対策徹底マニュアル」4)が発行された。しかしながら、本研究で対象とする、解体時に

石綿含有仕上塗材を除去できない場合の安全な解体工事の方法に関する知見は現状で乏

しい。 
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３．都市部における建築物間の距離に関する調査 

３．１ 概要 
建築物建物を解体するのに必要な足場建設のスペースは最低でも 60 ㎝以上である。し

かしながら現在の都心などに着目してみると、隣接建築物間が狭く足場が組み立てられな

いような箇所が多い。今回の建築物間の距離に関する調査では東京都中央区人形町、浜町

を中心に 500m×1000ｍの範囲で隣接建築物間距離を測り、足場設置困難な建築物はどの

くらいあるのか確認する。 

３．２ 調査の概要・方法 

調査は東京都人形町にて行う。人形町駅を中心に 500m×1000m の範囲内にある隣接建築

物間を測定し、工事の際の足場設置可能な建築物と足場設置困難な建築物を選別する。足

場設置の可否は、全ての外壁の隣接建築物との間が 60 ㎝以上である場合を足場設置可能

な建築物、全てまたは一部の外壁の隣接建築物との間が 60 ㎝未満である場合を足場設置

困難な建築物とする。図 3-1 の地図を例に判定した場合、表 3-1 に示す判定結果となる。

測定困難な隣接建築物間については Google マップを使用する。 

 

 

図 1 住宅地図(例) 
 

３．３ 調査結果 

表２に建築物間の距離に関する調査結果を示す。土地利用状況 2)によると中央区の 2004

年より前に建てられた建築物、石綿含有建築物は約 85％であった。表２の結果と組み合わ

せると本調査の範囲においては、石綿

含有建築物を養生せずに解体しなけれ

ばならない割合は、“足場設置困難な

建築物の割合×石綿含有建築物の割

合”、つまり 0.82×0.85=0.697、約７

割と推定される。なお建築物間の距離

に関する調査から現地寸法と Google

マップの寸法の整合性は約８割であっ

た。 

 

表１ 建築物判定結果の例 
建築物 足場 理由 

A 設置困難 
全ての面の隣接建築物

間が 60 ㎝未満 

B、C、D 設置困難 
一部の面の隣接建築物

間が 60 ㎝未満 

E、F 設置可能 
全ての面の隣接建築物

間が 60cm 以上 

表２ 調査結果 

場所 人形町駅中心から500m×1000m 
調査方法 現地測定、Googleマップ上での測定 
総建物数 1112棟 
足場設置困難な
建築物 

912棟(82％) 

足場設置可能な
建築物 

200棟(18％) 

30 
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４．研究方法 

本研究では、石綿含有仕上塗材が施工されてい

る建築物の手すり壁の一部を解体する際の粉じん

を測定する。手すり壁は２枚あり、厚さ約 120 ㎜、

体積は各約 0.07 ㎥である。 

実験に供する建築物の外観を写真１に示す。同

建築物は居住に供されていないモデル住宅であ

り、外壁に石綿を含有する下地調整材およびマス

チック塗材が施されている。石綿の種類および含有量を表３に示す。 

解体はコンクリートカッター（工法 A）、ハンドクラッシャー（工法 B）、ハンドブ

レーカー（工法 C）の３種の工具を用いて実施する。これらの工具は、解体工事におけ

る切断、粉砕、破砕等の行為を想定し選定した。実際の工事では重機を用いるが、本研

究では重機を用いず重機による工事を模擬する工具として選定した。各工法に使用する

工具の外観を写真２～４に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真１ 建築物外観       写真２ 工法A(作業中) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真３ 工法B          写真４ 工法C 

 

コンクリートカッター（工法 A）は切削部に水が循環され湿潤状態で解体が行われる。

ハンドクラッシャー（工法 B）、ハンドブレーカー（工法 C）は乾燥状態およびホースに

よる散水（約 1.5L/分）を行う湿潤状態の２条件下で実施する。 

工法 B および C の乾燥状態での解体は隔離養生内で実施し、粉じん飛散の比較のため

湿潤状態での解体を行う。また、養生を行わない湿潤状態での解体を工法 A～C について

実施する。各方法による解体は空気質の測定条件を揃えるため 10 分間で行う。７条件を

表４に示す。 

表３ 外壁仕上の石綿種類 

および含有率 

建材 石綿種類･含有率(wt%) 

マスチック塗材 ｸﾘｿﾀｲﾙ･0.2％ 

下地調整材 ｸﾘｿﾀｲﾙ･0.4％ 

合計 ｸﾘｿﾀｲﾙ･0.5％ 
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粉じん、石綿粉じんの測定は JIS K 3850-1:2006（空気中の繊維状粒子測定方法）に則り

実施する。測定箇所は解体作業者の呼吸域、作業箇所の近傍、作業箇所の上部、養生内の

作業箇所から離れた箇所（作業周辺）、作業箇所から離れた風下部分、とする。石綿繊維

確認は一部の測定点で行った。また、デジタル粉じん計（柴田科学製、LD-5）を用い、一

分間の粉じん濃度の測定を行う。実験に供した建築物の平面、立面および測定箇所の概要

を図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．実験結果 

実験は 2021 年 10 月６日、７日に実施した。両日とも天候は晴れであり、各解体工法の

開始時の風速はいずれも５m/s の微風下であった。実験間は 60 分以上あけ、作業箇所およ

び周辺の清掃を行い周辺空気の粉じん量が十分に下がったことを確認し次の実験を実施

した。 

 空気質測定の測定結果を表５に示す。測定点のうち解体による石綿粉じんの発生を確認

するため作業員の呼吸域（測定箇所①）、周辺への影響を確認するため養生のはじに近い

測定箇所④について、石綿繊維数濃度の測定を行った。養生内で解体を実施した工法 C（ハ

ンドブレーカー）は解体中に繊維が多く検出されたものの、石綿繊維は２つの測定点とも

に検出されなかった。図３に工法 C による解体中のデジタル粉じん計による空気中の粉

じん量を示す。乾燥条件下では多くの粉じんが検出された。その一方、ホースでの散水に

よる湿潤条件下では粉じんが抑えられることが表５、図３から確認できる。工法 B（ハン

ドクラッシャーは工法 C と比べると粉じん量が少なく、散水下でも粉じん発生の程度は

大きく変わらなかった。図４のデジタル粉じん計の結果からは湿潤下で粉じんが多く発生

している時間帯がある。全体的には粉じん発生が少ないものの、瞬間的に粉じんが多く発

生する場合があることが示唆される。工法 A については総繊維数濃度は同条件の工法 B、

C と大きく数値は変わらず、また石綿繊維も検出されなかった。 

△ 養生出入口
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●
③

●
⑤

△
⑦

①〜⑦：測定箇所
〇：空気質測定箇所（石綿)
●：空気質測定箇所
△：デジタル粉じん測定箇所

：養生

＜平面概要図＞ 

＜断面概要図＞ 

図２ 平面、立面および測定箇所の概要（単位:mm） 
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表５  空気質測定結果 

№ 工法 

解体体積(㎥) 
測定箇所※ 

空気質測定結果(f/L) 

作業員数(人) 
総繊維 

数濃度 

石綿繊維 

数濃度 

検出 

下限値 

1 
B 

乾燥 

養生有り 

0.04 ①呼吸域 39 <5.0 5.0 
②作業近傍 16   1.0 

2 ④作業周辺 11 <1.0 1.0 
⑤敷地風下 0.22   0.22 

2 
B 

湿潤 
養生有り 

0.04 ①呼吸域 34 <5.0 5.0 
②作業近傍 16   1.0 

3 ④作業周辺 12 <1.0 1.0 
⑤敷地風下 2.1   0.22 

3 
C 

乾燥 
養生有り 

0.03 ①呼吸域 420 <25 25 
②作業近傍 220   15 

1 ④作業周辺 74 <5.0 5.0 
⑤敷地風下 1.3   0.22 

4 
C 

湿潤 
養生有り 

0.03 ①呼吸域 78 <5.0 5.0 
②作業近傍 14   1.0 

2 ④作業周辺 11 <1.0 1.0 
⑤敷地風下 0.22   0.22 

5 
B 

湿潤 
養生無し 

0.04 ①呼吸域 17 <5.0 5.0 
②作業近傍 3.4   1.0 

3 
③作業所上部 6.4   1.0 
④作業周辺 7.4 <1.0 1.0 
⑤敷地風下 0.45   0.22 

6 
C 

湿潤 
養生無し 

0.03 ①呼吸域 83 <5.0 5.0 
②作業近傍 11   1.0 

2 
③作業所上部 11   1.0 
④作業周辺 13 <1.0 1.0 
⑤敷地風下 <0.22   0.22 

7 
A 

湿潤 
養生無し 

0.03 ①呼吸域 58 <5.0 5.0 
②作業近傍 8.3   1.0 

1 
③作業所上部 8.8   1.0 
④作業周辺 14 <1.0 1.0 
⑤敷地風下 1.5   0.22 
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図３ デジタル粉じん計による粉じん発生量（工法C）
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６．まとめ 

 仕上塗材が施された鉄筋コンクリートの壁体を３つの工法により解体を行った。本実

験の結果をもって同様の工法による解体において石綿の飛散が発生しないと直ちには言

えないが、工事においては石綿に限らず粉じんの発生を抑える手立てを施すことが肝要

である。解体工事においては一般的に散水により粉じんを抑制する。本実験においても

湿潤下で粉じんの発生が抑えられることが確認された。粉じん抑制の観点からは散水は有効

であるが石綿含有建材の解体においては発生した水の回収も課題である。やむを得ず石綿含有仕

上塗材を除去せず解体を行う場合の方法については今後も引き続き安全性を確認し工法選定のた

めの技術資料を整備する必要がある。 
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材工業会、URL: https://www.nsk-web.org/asubesuto/asubesuto_2.html、参照日：
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図４ デジタル粉じん計による粉じん発生量（工法B）位:mm） 
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≒
衝
撃
量

（
0.

03
rp

s(
=1

2度
毎
秒

), 
0.

3r
ps

(=
12

0度
毎
秒

) ）

ii)
防
音
壁
の
有
無

防
音
壁

観
測
点
（
マ
イ
ク
）

5m
間
隔

9
10

11
12
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•
解
体
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（

0.
03

rp
s）
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マ
イ
ク
の
平
均
騒
音
お
よ
び
騒
音
範
囲
の
推
移
（

rp
s0

.0
3）

マ
イ
ク
ご
と
の
騒
音
の
推
移
（

0.
03

rp
s）

•
解
析
結
果
（経
時
的
変
化
）

ピ
ー
ク
値
の
発
生
タ
イ
ミ
ン
グ
が
把
握
可
能

⇒
解
体
対
象
部
材
の
情
報
か
ら
、
施
工
改
善
策
の
検
討
が
可
能
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6.2
8
19
.47

16
.19

17
.5

18
.18

18
.39

21
.54

21
.22

20
.79

17
.43

22
.28

18
.94

24
.75

19
.66

33
.71

19
.83

36
.64

19
.97

38
.38

27
.79

38
.97

25
.49

38
.24

19
.96

22
.77

24
.28

25
.94

33
.17

36
.73

37
.76

36
.01

36
.65

19
.55

24
.17

25
.65

28
.99

27
.71

20
.39

26
.45

15
.07

13
.79

20
.83

14
.93

29
.78

16
.11

30
.61

15
.17

31
.8

17
.13

29
.79

17
.8

29
.7

17
.82

23
.08

17
.44

21
.8

22
.69

28
.48

25
.94

24
.51

22
.16

21
.33

19
.12

17
.63

22
.8

31
.53

17
.93

22
.9

20
19
.23

19
.73

19
.05

18
.39

24
.97

20
.47

33
.58

20
.27

28
.12

30
.46

31
.44

30
.82

28
.38

31
.96

34
.38

31
.59

26
.15

27
.19

25
.09

26
.52

36
.04

35
.18

36
.46

33
.59

32
.5

31
.3

26
.39

7.0
7
11
.01

11
.99

13
.17

13
.49

13
.07

12
.28

10
.61

7.0
8

9.3
9

4.4
3

16
.93

9.9
7

26
.21

13
.59

26
.06

13
.47

23
.3

12
.59

24
.5

14
.95

23
.43

13
.96

25
.02

25
.88

26
.63

27
.16

27
.36

25
.49

23
.93

23
.14

20
.01

22
.83

24
.09

25
.45

27
.46

28
.23

28
.45

28
26
.7

24
.24

23
.32

25
.2

28
.1

25
.17

28
.28

25
.18

27
.97

25
.75

29
.97

24
.57

29
.23

23
.2

28
.38

36
.27

29
.89

34
.54

35
.29

35
.9

36
.29

36
.38

36
.17

35
.69

35
.01

21
.5

23
.08

26
.38

27
.98

27
.55

25
.13

11
.98

9.8
7

8.3
9

23
.88

9.0
8

24
.33

12
.99

24
.35

13
.02

23
.93

12
.55

23
.18

11
.78

22
.26

10
.87

17
.24

8.9
2

16
.25

16
.95

17
.57

18
.02

9.6
4

9.6
1

8.7
8.2
5

7.7
2

20
.48

22
.04

23
.86

25
.95

25
.64

26
.82

23
.29

21
.38

19
.23

20
.9

20
.44

21
.03

23
.8

20
.86

23
.3

20
.41

22
.09

19
.76

20
.6

18
.99

19
.12

18
.19

17
.76

17
.37

18
.06

18
.7

16
.95

17
.31

17
.46

17
.38

17
.03

16
.52

•
解
析
結
果
（騒
音
分
布
）

経
時
的
に
発
生
騒
音
分
布
が
把
握
可
能

⇒
前
述
の
騒
音
推
移
の
結
果
も
用
い
、
防
音
設
備
等
の
適
正
配
置
な
ど
を
検
討
可
能
に

20
（

m
in
）

40
（

m
in
）

60
（

m
in
）

80
（

m
in
）

10
0（

m
in
）

12
0（

m
in
）

14
0（

m
in
） 騒
音
分
布
の
推
移
（

0.
03

rp
s）
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•
解
析
結
果
（旋
回
速
度
）

旋
回
速
度
に
よ
る
マ
イ
ク
ご
と
の
騒
音
の
推
移
へ
の
影
響
（

0.
03

rp
s 

vs
 0

.3
rp

s）

衝
撃
量
と
発
生
騒
音
と
の
相
関
が
把
握
可
能

⇒
解
体
効
率
と
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
加
味
し
た
う
え
で
、
施
工
改
善
策
の
検
討
が
可
能

13
14

15
16
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全
体
的
に
西
側
の
騒
音
が
大
き
く
下
回
る

⇒
防
音
壁
に
よ
る
経
路
増
大
が
騒
音
低
減
効
果
を
示
す

東
西
観
測
地
の
平
均
騒
音
の
推
移
（

0.
3r

ps
_w

al
l）

•
解
析
結
果
（防
音
壁
の
影
響
）

•東
西
観
測
地
の
平
均
騒
音

m
ic

_W
m

ic
_E

防
音
壁
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o
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ic

hi
ro

KU
N

IE
DA

4.
ま
と
め

解
体
工
程
に
伴
う
騒
音
の
定
量
化
お
よ
び
可
視
化
を
動
的
な
解
析
に
お
い
て
可
能
と
し
た

重
機
挙
動
や
防
音
対
策
に
伴
う
騒
音
量
の
低
減
効
果
の
把
握
に
有
効
と
考
え
ら
れ
る

•課
題
お
よ
び
展
望

•騒
音
解
析
に
伴
う
計
算
負
荷
の
増
大

＞
解
析
時
間
の
増
大
や
ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
の
連
続
性
の
損
失

⇒
計
算
方
法
の
簡
易
化

（
e.

g.
 小
さ
い
音
や
小
区
間
の
移
動
を
無
視
）

•膜
材
な
ど
の
遮
音
性
の
精
緻
な
評
価

＞
音
の
透
過
性
を
考
慮
し
た
推
定
式
の
導
入

⇒
透
過
推
定
式
の
追
加
（

e.
g.

 指
定
材
料
に
対
し
、
回
折
式
で
な
く
透
過
式
を
適
用
）
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